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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
固体レーザ媒質と、
電源と接続され前記固体レーザ媒質を励起する電気的に直列接続されている複数の半導体
レーザと、
これら複数の半導体レーザのそれぞれに設けられ、各半導体レーザの温度を検出する複数
の温度検出手段と、
これらの温度検出手段の出力と予め設定された基準温度とを比較する比較器と、
この比較器により前記複数の温度検出手段のいずれかの出力が基準温度を超えた場合に、
当該温度検出器が設けられている前記半導体レーザが劣化していることを検出する劣化検
出手段とを備えたことを特徴とする半導体レーザ励起固体レーザ装置。
【請求項２】
劣化検出手段からの出力に基き半導体レーザの劣化状態を報知する劣化報知手段を設けた
ことを特徴とする請求項１に記載の半導体レーザ励起固体レーザ装置。
【請求項３】
温度検出手段を、半導体レーザを冷却するためのヒートシンクに設けたことを特徴とする
請求項１または請求項２のいずれかに記載の半導体レーザ励起固体レーザ装置。
【請求項４】
温度検出手段は、熱電対であることを特徴とする請求項第１項乃至請求項３のいずれかに
記載の半導体レーザ励起固体レーザ装置。
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【請求項５】
固体レーザ媒質と、
電源と接続され前記固体レーザ媒質を励起する電気的に直列接続されている複数の半導体
レーザと、
これら複数の半導体レーザの表面にそれぞれに貼り付けられ、各半導体レーザの温度を検
出する複数の感熱紙とを備え、
前記感熱紙により前記複数の半導体レーザのいずれが劣化しているかを検出することがで
きる半導体レーザ励起固体レーザ装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、半導体レーザ励起固体レーザ装置に関するもので、特に、半導体レーザの劣
化または故障の検出に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来の半導体レーザ励起固体レーザ装置を、図４を用いて説明する。図４は例えば特開平
１０－２９４５１３号公報に記載されている従来の半導体レーザ励起固体レーザ装置の構
成を示す概略図である。
図において、１は固体レーザ媒質（ＹＡＧ）、２及び３は共振器を構成するための共振器
ミラー、４（４ａ乃至４ｈ）は固体レーザ媒質１を励起するための半導体レーザ、５は半
導体レーザ４を駆動するための電源である。また、６（６ａ乃至６ｈ）はヒートシンク、
７は冷却水路、８は冷却器である。
【０００３】
固体レーザ媒質１の励起用の半導体レーザ４は、発光部をアレイ状やスタック状に構成す
ることにより大出力を得ている。現状では、アレイ状の半導体レーザ４の出力は２０Ｗ乃
至５０Ｗのものが一般に用いられている。
【０００４】
一方、固体レーザ媒質１の出力は数Ｗから数ｋＷ級までのものがあり、これらの出力のレ
ーザ装置を構成するためには、１つの半導体レーザ４で励起することは不可能であり、複
数の半導体レーザ４によって励起する方式が取られる。
【０００５】
まず、複数の半導体レーザを同時に励起するための電源接続方法について述べる。
一般に、複数の負荷を電源に対して並列で接続する場合には駆動すべき電源は低電圧，大
電流となり、一方、直列で接続する場合には高電圧，低電流となる。
２０Ｗ乃至５０Ｗ級の半導体レーザの場合は、その動作電圧が２Ｖ程度、動作電流が４０
Ａ乃至６０Ａと、比較的低電圧，大電流で動作する。
図４に示す半導体レーザ励起固体レーザ装置の場合、１つの固体レーザ媒質１を８個の半
導体レーザ４で励起している。１つの半導体レーザ４の動作電圧及び動作電流を２Ｖ―５
０Ａとすると、８個の半導体レーザを並列で動作させる場合に必要な電源は２Ｖ―４００
Ａである。一方、直列で動作させる場合には１６Ｖ－５０Ａとなる。このように、半導体
レーザ４の場合には複数を直列に接続しても比較的中電圧，中電流の電源で対応ができる
。
【０００６】
低電圧，大電流の電源は入手が困難なばかりでなく、回路上の損失といった面からも極め
て不利である。電流を供給するための電線は、僅かながらも電気抵抗Ｒｅをもち、電線で
損失する電力は電流値Ｉに対してＩ2・Ｒｅとなり、電流の自乗に比例して大きくなる。
これを克服するためには、電線の断面積を大きくして電気抵抗を下げるという方法がある
が、太い電線を励起ヘッド内に配線することは非常に不利である。
【０００７】
このように、電力供給には一般に、損失の少ない高電圧，低電流の方式が採用される。以
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上のことから、複数の半導体レーザ４を同時に励起する方式としては、半導体レーザ４を
直列に接続して動作させる方式が一般的である。
【０００８】
次に、固体レーザ媒質１と半導体レーザ４とを有する励起ヘッドの構成について述べる。
一般に、固体レーザ媒質１の励起効率を上げるために、半導体レーザ４から出力される光
は全て固体レーザ媒質１に向けて照射され、集光器内に閉じ込める方式が取られる。
【０００９】
仮に、励起ヘッドが、半導体レーザ４の光が外部に漏れることによりモニタできる構成で
あれば、各半導体レーザ４の漏れ光を検出することにより、劣化または故障した半導体レ
ーザ４を特定できる。
また、複数の半導体レーザ４が電源５に対して並列に接続されていれば、各半導体レーザ
４に電力を供給する回路を独立に遮断することができる。したがって、半導体レーザ４へ
の回路を遮断しても固体レーザ媒質１の出力に変化がなければ、その半導体レーザ４が劣
化，故障（以下適宜、劣化と記す）していると判断ができる。
【００１０】
しかし、励起ヘッドが上述のように半導体レーザ４からの光が外部に漏れないように構成
され、かつ、複数の半導体レーザ４を直列に接続して１つの電源５で動作させる方式をも
つ半導体レーザ励起固体レーザ装置では、半導体レーザ４の劣化等による固体レーザ媒質
の出力低下が生じた場合、劣化した半導体レーザを特定することは困難であった。
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
従来の半導体レーザ励起固体レーザ装置は、以上に説明したような構成となっているため
、複数の半導体レーザのうち、いずれの半導体レーザが、劣化したかを知るためには、励
起ヘッドを解体し、全ての半導体レーザを取り出し、１つ１つの半導体レーザの出力特性
を個別に測定しなければならない、という問題点があった。
【００１２】
この発明は、上述の問題点を解決するためになされたもので、簡単な構成で、複数の半導
体レーザの中から劣化した半導体レーザを特定することができる、半導体レーザ励起固体
レーザ装置を得るものである。
【００１３】
【課題を解決するための手段】
この発明に係る半導体レーザ励起固体レーザ装置は、固体レーザ媒質と、電源と接続され
前記固体レーザ媒質を励起する複数の半導体レーザと、これら複数の半導体レーザのうち
所定の半導体レーザの温度を検出する温度検出手段と、この温度検出手段の出力に基き前
記半導体レーザの劣化状態を検出する劣化検出手段とを備えたものである。
【００１４】
また、複数の半導体レーザは、電気的に直列接続されているものである。
【００１５】
また、温度検出手段は、全ての半導体レーザの温度を検出するものである。
【００１６】
また、劣化検出手段からの出力に基き半導体レーザの劣化状態を報知する劣化報知手段を
設けたものである。
【００１７】
また、温度検出手段を、半導体レーザを冷却するためのヒートシンクに設けたものである
。
【００１８】
また、温度検出手段は、熱電対であるものである。
【００１９】
また、温度検出手段は、感熱紙であるものである。
【００２０】



(4) JP 4714967 B2 2011.7.6

10

20

30

40

50

【発明の実施の形態】
実施の形態１．
この発明の第一の実施の形態による半導体レーザ励起固体レーザ装置について説明する。
はじめに、この発明における半導体レーザの劣化検出の原理について、簡単に説明する。
半導体レーザでは、Ｐ－Ｎ接合部において電源から供給される電子と空孔との再結合によ
り、Ｐ－Ｎ接合部に存在するエネルギーギャップに対応するエネルギーが光に変換される
。半導体レーザを構成する半導体結晶構造が何らかの原因で破損すると、Ｐ－Ｎ接合部で
のエネルギーギャップが変化を起こし電子と空孔との再結合によるエネルギーが光に変換
できなくなる。この光に変換できなくなったエネルギーは、Ｐ－Ｎ接合部から熱として発
生する。
このように、半導体レーザの劣化はエネルギーの放出形態が光から熱に変化するのみであ
り、電気特性、すなわち電流・電圧特性の変化は小さい。
【００２１】
以上のように、半導体レーザはその出力特性が低下しても電流・電圧特性が変化しない性
質をもつ。出力低下分はそのまま発熱となり半導体レーザに蓄積されることとなる。した
がって、ある一定条件で半導体レーザを動作させた場合には出力劣化は半導体レーザ自体
の温度上昇として現れることになる。この温度上昇を温度検出手段により検出することに
より、出力低下した半導体レーザを特定することが可能となる。
【００２２】
ある一定条件、例えば直流で一定の電流値、で駆動した場合、Ｐ（Ｗ）の光出力が得られ
る半導体レーザの場合、発光部から温度検出手段を取り付けた位置までの熱抵抗、これは
発光部から温度検出手段の位置までの材質及び機械的構造のみで決まるものであるが、こ
れをＲ（℃／Ｗ）とする。半導体レーザの劣化により光出力が熱に変換されたときには、
温度検出手段の温度上昇は、Ｐ×Ｒ（℃）として現れることになる。
【００２３】
現在商品化されている２０Ｗ乃至５０Ｗ級の半導体レーザ製品では、発光部から放熱を行
うために取り付けられているヒートシンクまでの熱抵抗は、０．７乃至１．０℃／Ｗ程度
のものが一般的である。２０Ｗ出力，熱抵抗０．７℃／Ｗの半導体レーザが劣化した場合
にはヒートシンク上で、２０Ｗ×０．７℃／Ｗ＝１４℃の温度上昇が発生することになる
。６０Ｗの出力で熱抵抗１．０℃／Ｗの半導体レーザの場合では、６０℃の温度上昇とな
る。
【００２４】
したがって、半導体レーザの劣化検出は１０℃以上といった比較的大きな温度変化を検出
すればよく、熱電対，感熱紙等の安価で構造の簡単な温度検出手段で十分対応が可能であ
る。
【００２５】
次にこの発明の第一の実施の形態による半導体レーザ励起固体レーザ装置の具体的構成を
、図１を用いて説明する。図１はこの発明の第一の実施の形態による半導体レーザ励起固
体レーザ装置を示す構成図である。
図中、符号１乃至５に示すものは、従来例のものと同一または相当のものであるので、詳
細な説明は省略する。１０（１０ａ乃至１０ｈ）は各半導体レーザ４の発振部近傍に取り
付けられた温度検出手段としての熱電対である。１１（１１ａ乃至１１ｈ）は各熱電対１
０に対応して設けられた比較器で、そのもう一方の入力は基準温度設定器１２に接続され
ている。
１３は比較器１１の出力に基き、操作者へ半導体レーザ４の劣化，故障を報知する劣化報
知手段であり、例えば、専用表示パネル，警告灯，警告音発生用スピーカー等である。比
較器１１と基準温度設定器１２と比較器１１からの出力信号を処理して劣化報知手段１３
へ出力する処理回路（図示せず）とによって、劣化検出手段を構成する。また、図示しな
い処理回路は、劣化報知手段１３と一体となった構成のものでもよい。
【００２６】
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半導体レーザ４は電源５により駆動され、固体レーザ媒質１の吸収帯に対応した波長の光
を発生する。固体レーザ媒質１がＮｄ：ＹＡＧである場合には半導体レーザ４の発振波長
が８０８ｎｍ近傍となるものが用いられる。固体レーザ媒質１は半導体レーザ４により励
起され、共振器ミラー２，３によって構成された共振器によりレーザ発振を行う。
【００２７】
熱電対１０は各々の半導体レーザ４にそれぞれ取り付けられ、常にその温度をモニタして
いる。４０Ｗ程度の出力を持つ半導体レーザ４の場合、一般に２Ｖ―５０Ａで動作する。
半導体レーザ４に供給される電力１００Ｗに対して半導体レーザ光として取り出されるパ
ワーは４０Ｗであり、残りの６０Ｗは熱として半導体レーザ４に蓄積される。この蓄積さ
れた熱量は何らかの冷却方式を用いて外部に運び出される。
【００２８】
いずれかの半導体レーザ４が劣化した場合、その電流・電圧特性の変化はごく僅かで、光
出力のみが低下する。すなわち、本来、光出力として取り出されていたパワーが熱量とし
て当該半導体レーザ４に蓄積されることになる。劣化により当該半導体レーザ４に蓄積さ
れる熱量が増大することになり、当該半導体レーザ４の温度上昇として現れる。この温度
上昇は当該半導体レーザ４に設けられた熱電対１０により検出することができる。
【００２９】
比較器１１は、熱電対１０からの出力すなわち半導体レーザ４の温度を基準温度設定器１
２に予め設定された基準温度と比較し、半導体レーザ４の温度が上昇して、設定された基
準温度以上となった場合、処理回路（図示せず）へ出力する。処理回路によって処理され
た出力信号は更に劣化報知手段１３へ出力され、劣化報知手段１３の作動によって使用者
へ半導体レーザ４の劣化が報知される。
【００３０】
上述のように、この実施の形態の半導体レーザ励起固体レーザ装置によれば、半導体レー
ザ４を直列に接続し一つの電源５で駆動していても、各々の半導体レーザ４の温度をモニ
タし温度上昇を検出することにより、どの半導体レーザ４が劣化したのかを判定すること
ができる。
【００３１】
図２に、個々の半導体レーザ４の構成を示す。半導体レーザ４は、ヒートシンク６と半導
体レーザ素子１４とが一体化されており、半導体レーザ素子１４はヒートシンク６により
常に冷却される。
図３には、温度検出手段として、感熱紙１５をヒートシンク６の表面に貼り付けた場合を
示す。
【００３２】
また、図示はしていないが、水冷式のヒートシンクを用いた場合には、ヒートシンクへの
冷却水の供給側と排出側との冷却水の温度差の変化に基き、各半導体レーザの温度上昇を
検出することも可能である。
【００３３】
さらに、図示はしていないが、赤外線カメラのような非接触の温度検出手段により、各半
導体レーザの温度上昇を検出することも可能である。
【００３４】
なお、上述の実施の形態のものでは、半導体レーザ４の温度が上昇して、設定された基準
温度以上となった場合、処理回路から劣化報知手段１３へ出力され、使用者へ半導体レー
ザ４の劣化が報知される場合を示したが、半導体レーザ４の劣化を検出した場合の対応と
して、使用者へ報知するのみではなく、例えば電源５を落とす等により、装置を停止させ
る等の処理を行なってもよい。
【００３５】
【発明の効果】
以上のように、この発明によれば、個々の半導体レーザの温度を検出することにより、簡
単な構成で、複数の半導体レーザの中から劣化または故障した半導体レーザを特定するこ
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【００３６】
また、半導体レーザの劣化，故障を検出するために、比較的大きな温度変化を検出すれば
よく、温度検出手段として、熱電対，感熱紙等の、比較的簡単な構造で且つ安価な温度検
出手段を用いることができる、といった効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【図１】　この発明の実施の形態による半導体レーザ励起固体レーザ装置の概略構成図。
【図２】　この発明の実施の形態によるヒートシンク付き半導体レーザの構造を示す説明
図。
【図３】　この発明の実施の形態によるヒートシンク付き半導体レーザに感熱紙を設けた
構造を示す説明図。
【図４】　従来の半導体レーザ励起固体レーザ装置の概略構成図。
【符号の説明】
１　固体レーザ媒質
２，３　共振器ミラー
４　半導体レーザ
５　電源
６　ヒートシンク
１０　熱電対
１１　比較器
１２　基準温度設定器
１３　劣化報知手段
１４　半導体レーザ素子
１５　感熱紙

【図１】

【図２】

【図３】
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